
資産種類ごとの主な償却資産

主な償却資産について、資産の種類ごとに例示しますと次のとおりになります。

資産の種類等につきましてはこれらの表をご参考下さい。

船舶、車両、航空機等のような移動性・可動性償却資産については、その主たる定けい場又は

定置場所在の市町村を固定資産の所在市町村として申告してください。

資 産 種 類 内 容

第 １ 種 構築物 門、塀、構内舗装（駐車場の舗装路面も含む）、ネオンサイン、外灯、屋上看

板等広告設備、屋外排水溝、貯水池、堆肥舎、その他土地に定着した土木設

備等

建 物

附 属

設 備

1. 建物の所有者が施工した建物附属設備は家屋として評価するものと償却

資産として評価するものと区別されますが、次に掲げるものはすべて償

却資産として取扱います。

① 生産事業（製造、加工、修理等）の工程上必要な設備（工場における

動力用電気設備、製品の洗浄用・冷却用の給排水設備、過熱用のガス

設備、ボイラー設備等）

② 受変電設備

③ 建物から独立した諸設備

2. 本来家屋の一部として評価すべき建物附属設備や内部造作等を建物の所

有者以外の者が施工した場合、償却資産として申告する際には、分離課

税の申出書も合わせて提出してください。

3. 建物の所有者が施工した建物附属設備は家屋として評価するものと償却

資産として評価するものと区別されますが、次に掲げるものはすべて償

却資産として取扱います。

第 ２ 種 機 械

及 び

装 置

工作機械、木工機械、印刷機械、食品製造加工機械、モーター、ポンプ類等

の凡用機械類、ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞｰやﾊﾟﾜｰｼｮﾍﾞﾙ等土木建設機械（標識の分類番号 00～

09及び 90～99等の大型特殊自動車等）、太陽光発電設備（ソーラーパネル

等）、その他各種産業用機械及び装置等

第 ３ 種 船 舶 貨物船、油槽船、客船、ボート、はしけ、漁船等

第 ４ 種 航空機 飛行機、ヘリコプター、グライダー等

第 ５ 種 車 両

及 び

運搬具

フォークリフト等の大型特殊自動車、台車

注）大型自動車と小型特殊自動車（軽自動車の課税客体）の区別

次に掲げる要件の１つでも満たす場合は、大型特殊自動車となります。

1 農耕作業用自動車

速度最高 35㎞/h 以上のもの

2 農耕作業用自動車以外のもの

① 最高速度 15 ㎞/h を超えるもの

② 自動車の長さが 4.7ｍを超えるもの

③ 自動車の幅が 1.7ｍを越えるもの

④ 自動車の高さが 2.8ｍを越えるもの

第 ６ 種 工 具

器 具

備 品

測定工具、検査工具、取付工具、ロッカー、金庫、パソコン、レジスター、

陳列ケース、ステレオ、テレビ、ビデオ、カラオケ等の音響機器、エアコン、

冷蔵庫、テーブル、応接セット等の家具、冷暖房機器等


